第16　農業振興対策の強化に関する要望

　我が国の農業をめぐる環境は、食料自給率の低下、農業者の高齢化、農地面積の減少など非常に厳しい状況にある。また、ＢＳＥの発生や食品の偽装表示の発覚など国民の食に対する信頼は大きく揺らいでいる。

このような現状を踏まえ、食料供給や環境保全といった多面的機能を有する我が国農業に活力を与え、食の安全と安心を回復するためには、国民の期待に応える農政改革を断行し、食料の安定供給確保、農業の持続的発展、農村の振興など総合的な農業施策を展開することが極めて重要である。

　よって、下記事項の実現を図るよう強く要望する。

記

１　食料・農業・農村施策の推進
⑴　新たな「食料・農業・農村基本計画」の策定にあたっては、主要課題である品目横断的政策への移行、担い手・農地制度の改革、地域資源保全施策の確立等について、農村の実態を踏まえて十分な審議を尽くすこと。

　⑵　食料自給率の向上を図るとともに、望ましい食料消費の姿を実現するため、「食育」に関する施策を推進すること。

２　食の安全と安心の確保

⑴　食の安全を確保するための施策を総合的に展開するとともに、ＢＳＥや鳥インフルエンザ等感染症対策をはじめとする家畜防疫体制を強化すること。

⑵　食品表示の適正化を推進するとともに、トレーサビリティ（生産流通履歴情報把握）システムの対象品目を拡大し、消費者が安心して食品を選択できる環境を整備すること。

⑶　食の安全に関する情報を積極的に提供し、消費者の食に対する安心を確保すること。

３　農業生産体制の強化と米の消費拡大

⑴　米政策改革大綱に基づき具体化された制度が地域の水田農業の安定と発展に資するため、水田農業構造改革交付金については、これまでの交付水準を維持すること。

⑵　農業生産の総合的な振興を図るため、耕種部門と畜産部門を連携して強化する生産振興総合対策事業を推進すること。

　　また、産地の特色を活かした地域特産物の振興・開発を支援すること。

⑶　米の消費拡大策を図るとともに、農産物の地産地消に向けた地域の取り組みに対する支援を強化すること。
４　地域農業の体質強化

⑴　新規就農を促進するため、情報提供、技術習得、資金貸付等の各分野において包括的な支援策を講じること。

　　また、若い担い手を確保するため、農業者年金制度の充実を図ること。

⑵　認定農業者等に対する支援を資金、技術の両面から強化するとともに、担い手への農地の利用集積を推進すること。

　　また、農業生産を核に加工、流通、販売等に取り組むアグリビジネス（創造的高付加価値農業）への取り組みを支援するための経営構造対策を推進すること。

⑶　地域農業の経営安定を図るため、農畜産物の価格安定対策を着実に実施すること。

　　また、農業災害補償制度の改善充実を図ること。
　⑷　優良農地を確保するため、土地利用の計画策定及び諸規制に関する権限を市町村に移譲すること。

　　　また、耕作放棄地の解消に向けた対策を強化すること。
⑸　生産性の高い地域農業を確立するため、土地改良長期計画に基づき、農地をはじめ農業用用排水施設、農道等の基盤整備を計画的かつ総合的に実施すること。

また、農業生産基盤に係る災害を防止するための事業を推進すること。

５　農村及び中山間地域の振興

⑴　農村振興基本計画の作成を推進し、農業生産基盤と生活環境基盤の総合的な整備を支援すること。

⑵　農村を活性化するため、グリーンツーリズムを積極的に推進し、農村と都市との共生・対流を図ること。

　⑶　中山間地域等の振興を図るため、新山村振興等農林漁業特別対策事業を推進すること。

また、中山間地域等直接支払い制度を平成１７年度以降も継続すること。

６　国際交渉への取組の強化
⑴　ＷＴＯ交渉に当っては、日本提案の実現に向けた交渉を強力に展開すること。

　　また、ＦＴＡ（自由貿易協定）交渉においても、我が国の農業の実情を十分に配慮して交渉を行うこと。

⑵　輸入農産物が増加の傾向にあることから、監視を強化し、セーフガード（緊急輸入制限措置）を迅速かつ円滑に発動するなど国内農業の経営安定に努めること。

７　農業金融の充実

　　農林漁業金融公庫資金をはじめ、農業近代化資金、農業信用保証保険等の各種制度資金の充実を図ること。
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